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北海道大学大学院工学研究院 教授（当時）
瀬戸口 剛 氏　

～新エネルギーを活用した持続可能な地域づくりに向けて～
「次世代北方型居住空間モデル構想」について平成25(2013)年

第１回
2月6日（水）

～新エネルギーを活用した
　　　　持続可能な地域づくりに向けて～

基調
講演

北海道は、新エネルギーの賦存量が膨大
であり、その活用を地域内で循環させる
ことにより、持続可能な地域づくりの可
能性が期待されます。地域の産業や都市
構造を踏まえた新エネルギーによる資源
循環の取組として、下川町、鹿追町、ニ
セコ町、稚内市、足寄町、厚真町、別海町、中標津町を取り
上げて、新エネルギー活用による地域産業の振興やコミュニ
ティの活性化について紹介いただきました。また新エネルギー
の活用による新たな産業づくりや、環境保全、環境教育、移
住施策の推進、コミュニティの形成や災害への対応力強化、
コンパクトな市街地の形成など、さまざまな視点から地域づ
くりにつながる可能性についてお聞きしました。

安斎 氏、吉田 氏、（株）ＮＥＲＣ 代表取締役センター長　大友 詔雄 氏
○コーディネーター　 瀬戸口 氏

パネル
ディスカッション

新エネルギーを使った地域づくりの効果や制度的課
題、費用の実態、今後のビジョンなどが議論されま
した。太陽光やバイオマスなど、新エネルギーを活
用したまちづくりでは、時間がかかっても、将来の
雇用や経済の活性化による波及効果を見すえて、地
域の全体像を描きながら循環の仕組みを構築してい
くことが重要であることが話されました。また地域
のビジョンを描き、様々な担い手や資金源を活かし
ながら取組を進めていくことが重要であることが話
されました。 パネルディスカッションのようす

下川町

持続可能な循環型森林経営を基盤
に、森林総合産業の創造、木質バイ
オマスを中心とした再生可能エネル
ギーの活用等、経済・社会・環境の
3 側面の価値創造と地域課題の統合
的解決による取組が評価され、第１
回ジャパンＳＤＧｓアワードを受賞
しました。

豊富な森林資源を生かして、循環型森林経営を進
め、森林産業の創造、木質バイオマスを中心とし
た再生可能エネルギーの活用、環境未来都市の取
組などについてご紹介いただきました。

【現在の取組　　　下川町長　谷 一之 氏】　

事例
紹介

【開催当日のおはなし　 下川町長（当時）　安斎 保 氏】

鹿追町　

本町はバイオガスプラントを核に環
境施策を推進し、家畜ふん尿由来の
水素生産（国内初）や家庭の 9 割に
相当する発電を実現しています。4
月には脱炭素先行地域の選定を受
け、モデル自治体として取組を進め
ています。

バイオガスプラントを活用した家畜ふん尿処理の
効率化と環境保全、耕畜連携による地域資源循環
型農業に取り組む様子と、バイオガスの複合利用
などについてご紹介いただきました。

【現在の取組　　鹿追町長　喜井 知己 氏】　

【開催当日のおはなし　 鹿追町長（当時）　吉田 弘志 氏】

ロビーでの取組紹介パネル展

会場のようす
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北海道大学大学院工学研究院 教授（当時）
瀬戸口 剛 氏　

（株）日本総合研究所　マネージャー（当時）
 前田 直之 氏

「域内循環型の持続可能なコンパクトシティをめざして」
～新エネルギーを活用したまちづくりを考える～平成26(2014)年

第 2 回
2月5日（水）

地域エネルギーを活用した
　　　　コンパクトシティへのアプローチ

北海道におけるスマートコミュニティ
　　　　　　　　  導入への課題と可能性

基調
講演

特別
講演

再生可能エネルギーの活用と効率
的な消費に取り組む社会システム
「スマートコミュニティ」の可能
性についてお聞きしました。北九
州市では、電力供給事業を地域で
運営するエネルギーの地産地消の
取組や、インフラなどハード面の整備だけでなく、ま
ちのマネジメントの仕組みを導入するなどソフト面の
取組も合わせたスマートコミュニティが推進されてい
ます。北海道での取組にあたり、目的を明確化するこ
と、地域の資源を生かして課題解決につなげていくこ
と、再生可能エネルギーの導入をまちづくりの一環と
して捉えていくことが必要であることなどをお聞きし
ました。

北海道は再生可能エネルギー資源
に恵まれている一方で、人口減少
が進み居住区域が分散しており効
率的な土地利用ができていませ
ん。しかし、次世代北方型居住空
間として、公共施設や市街地の集
約化を図り、中心市街地のまちの魅力や交通などの暮
らしやすさを充実することで、低炭素化・資源循環の
取組を有効化し、地域産業としての地域エネルギーの
活用が可能です。そのためには、コンパクトシティの
形成が求められます。実例として、夕張市の都市構造
の転換と市街地集約化の取組について説明いただき、
住民が地域に住み続けられるよう、コミュニティを維
持し住環境を再編する取組についてお聞きしました。

前田 氏、工藤 氏、鈴木 氏、（株）ＮＥＲＣ 代表取締役センター長　大友 詔雄 氏
○コーディネーター　瀬戸口 氏

パネル
ディスカッション

地域でどのようにエネルギーをつくり、それをどの
ように活用してまちづくりにつなげていくかという
テーマのもと、現状の電力制度の問題や地域でエネ
ルギーを生み出す目的などについて議論しました。
エネルギーの地産地消を進め、生み出したエネルギー
をその地域で使うことはもちろん、例えば農産物を
生産することで新たな雇用が生まれるなど、そのエ
ネルギーを地域の基幹産業と結びつけて活用するこ
とでまちづくりにつなてげていくことが重要である
ことが話されました。 パネルディスカッションのようす

稚内市

本市では、令和３年２月に「ゼロカー
ボンシティ」を目指すことを宣言し
ており、省エネルギーの推進、温室
効果ガス削減の取り組みの強化な
ど、ゼロカーボンシティ実現に向け
取り組みを進めています。

地域特性を生かした大規模風力発電や、メガソー
ラーサイト、バイオエネルギーセンターなどを活
用したエネルギーの地産地消の取組や、エネルギー
供給拠点としての再生可能エネルギーの可能性な
どについて、ご紹介いただきました。

【現在の取組　　稚内市長　工藤 広 氏】　

事例
紹介

【開催当日のおはなし　 稚内市長　工藤 広 氏】

夕張市　

本市は、集約型コンパクトシティの
形成に向けて都市構造の再編に取組
み、都市づくりと連動した公共施設
の集約・統廃合による都市機能の誘
導・強化を進めるとともに、居住環
境の充実に向けた施策を進めていま
す。

公共施設や公営住宅の再編を進めるなど、財政再
建をきっかけに、まちをコンパクト化する取組や、
石炭由来 CBM を活用した地域活性化への期待な
どについて、ご紹介いただきました。

【現在の取組　　夕張市長　厚谷 司 氏】　

【開催当日のおはなし　 夕張市長（当時）　鈴木 直道 氏】



北方建築総合研究所 副所長（当時）　鈴木 大隆 氏

コンパクトなまちづくりと新エネルギーの活用による
持続可能な地域づくりを目指して平成27(2015)年

第 3 回
2月9日（月）

新エネルギーを活用した
　　　　　　　　地域内循環のまちづくり

分散型エネルギー利用に向けた
  富良野圏域等での地域展開（道総研戦略研究より）

基調
講演

特別
講演
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北海道大学大学院工学研究院 教授（当時）
瀬戸口 剛 氏　

海外から輸入する化石燃料をエネ
ルギー源とする場合、資金の９割
以上が地域外へ流れてしまいま
す。新エネルギーを活用した地域
内循環の効果について理解を深め
るために、実際に道内市町村で導
入されている太陽光発電や風力発電、農業系バイオマ
ス、木質チップなどの森林系バイオマスなど、新エネ
ルギーの種別ごとに、地域での資金循環や効果につい
て比較して紹介いただきました。また、新エネルギー
の活用に際して、地域の社会構造や産業構造を理解し
たうえで、集落のスケールに見合った、地域で賄うこ
とができる適正な規模の、新エネルギー生産の仕組み
を作ることが重要であることなどをお聞きしました。

エネルギーの地産地消に向けて、
北海道の地域特性を生かしたエネ
ルギーデザインについて説明いた
だきました。道総研では、地域・
産業特性に応じたエネルギーの分
散型利用モデルを構築することを
目標とし、エネルギーを「さがす、つくる、ためる、
つかう、しめす」という 5 つのキーワードで研究を
進めています。富良野圏域の事例では、大型ごみ焼却
施設の余剰ごみ処理能力と周辺地域のごみ処理等の課
題解決をリンクさせた広域連携の取組について紹介い
ただきました。また、多くの取組を集約化していくこ
とでビジネスに発展させていく可能性についてお聞き
しました。

鈴木 氏、蝦名 氏、阿久津 氏、（株）ＮＥＲＣ 代表取締役センター長　大友 詔雄 氏
○コーディネーター　瀬戸口 氏　

パネル
ディスカッション

まちの集約化にあたっては、いかに住み続けるかを
考え、魅力あるまちなかにするために集約化の具体
例を示したり、成功事例を示したりして、わかりや
すい説明によって住民の賛同を得て機運を高めてい
くことが大切であることが確認されました。また、
持続可能なまちづくりに向けて、地域の資源を地域
内で循環させ、エネルギーを地域で賄うことによっ
て地域に雇用を産むことができることや、適正な規
模の住み続けられるコンパクトなまちにしていくこ
とが大切であることなどが話されました。 パネルディスカッションのようす

釧路市

本市では H29 年に策定した立地適
正化計画に基づき、都市機能誘導区
域への誘導施設の集約や、H31 年に
設定した居住誘導区域への誘導によ
る人口密度の維持により、歩いて暮
らせる利便性の高いまちづくりを推
進しています。

環境負荷の小さいコンパクトなまちづくりを進め、
都市機能を集約した拠点を交通でネットワークす
るとともに、まちづくりと連動した公共施設の適
正配置の取組みなどについて、ご紹介いただきま
した。

【現在の取組　　釧路市長　蝦名 大也 氏】　

事例
紹介

【開催当日のおはなし　　釧路市長　蝦名 大也 氏】

足寄町　

本町では、少子高齢化時代を見据え、
足寄町公営住宅等長寿命化計画に基
づき、市街地を中心とした子育て・
医療・福祉施設と連動する公営住宅
整備計画を実施することにより、ま
ちなかへの居住誘導の取り組みを推
進しています。

公営住宅の市街地への集約化による生活・福祉拠
点の整備や、次世代エネルギーパークの取組とし
て、森林資源の地域内循環の拡大や公共施設への
地域材の活用などについて、ご紹介いただきまし
た。

【現在の取組　　足寄町長　渡辺 俊一 氏】　

【開催当日のおはなし　足寄町長（当時）　阿久津 勝彦 氏】



北海道大学大学院工学研究院 教授（当時）
瀬戸口 剛 氏　 北星学園大学 教授　岡田 直人 氏　

北の住まいるタウン
～誰もが安心して心豊かに暮らせるまちづくりを目指して～2月10日（水）

地域の生活を支える
　新エネルギーの活用とコンパクトシティ

人と人とが結びつき盛り上がっている
　　　　　　　　ある連合町内会の仕掛け
～一人ではできないから、協力者を増やす要諦とは～

基調
講演

特別
講演
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地域社会で住民が感じる問題は多
種多様であり福祉の分野にとどま
りません。課題解決にフットワー
ク軽く対応するには、地域にすで
に存在する人やモノが繋がり、相
互に支援しあえるマルチなネット
ワークを築くことが大切です。ある町内会を例に、ま
ちづくりで大切な視点として、参加しやすい仕掛けを
用意し新しい人が入りやすくすること、優先順位をつ
けてできることからスタートさせ目に見える成果を達
成して少しずつ力をつけていくこと、できない理由で
はなくできる方法を考えること、他の成功例から無い
ものねだりをするのでなく地域に本来あるものでアイ
デア勝負をすることの大切さなどをお聞きしました。

北海道内の地域では、人口あたり
の面積が広く地域が分散している
状況から、地域マネジメントや地
域の維持管理コスト等の課題が生
じています。それらの課題に対し
て、北海道の優位性を活かした持
続可能でコンパクトなまちづくりを展開し、誰もが安
心して心豊かに住み続けられる地域を目指す必要があ
ります。地域の集約化と維持管理コスト削減に対する
ボトムアップ型コンパクトシティについて、人口減少
が著しい夕張市での取組の実践をもとに説明いただき
ました。また、コンパクトシティを議論するうえで、
地域の自立を考えることや、住民と一緒に議論するこ
とが重要であることをお聞きしました。

岡田 氏、青山 氏、金平 氏、（株）日本総合研究所 シニアマネージャー（当時）　前田 直之 氏　　
○コーディネーター　 瀬戸口 氏

パネル
ディスカッション

人口集積が少なく分散している北海道で持続可能な
まちづくりを進めるためには、小さな拠点をつくり
まちをコンパクトにすることで、生活サービスの維
持向上や付加価値化に寄与することが可能です。さ
らに、市民意見を取り入れること、若い人が地域で
働ける場を設けること、再生可能エネルギーの導入
によるエネルギーの地産地消を進めること、民間と
公共が連携して取組をビジネスとして持続させてい
くことなど多様な取組を複合的に取り入れた戦略的
なまちづくりの重要性が示されました。 パネルディスカッションのようす

室蘭市

コンパクトで暮らしやすいまちづく
り実現のため、環境科学館と図書館
の合築、総合アリーナ、サッカー場、
テニスコート等スポーツ施設の再編
のほか、官民連携による屋外空間で
のにぎわいづくりなどを進めていま
す。

室蘭グリーンエネルギータウン構想の実現に向け
た取組や、まちなか居住の推進、公共施設の複合
整備による多世代交流拠点の整備、地域を支える
交通や助け合いの取組などについて、ご紹介いた
だきました。

現在の取組　　室蘭市長　青山 剛 氏】　

事例
紹介

【開催当日のおはなし　 室蘭市長　青山 剛 氏】

沼田町　

本町では「子どもたちが誇りをもて
る ふるさと創造 沼田町」を将来像
に掲げ、雪氷冷熱の活用による脱炭
素社会の推進や自然学校による地域
資源の活用、安心して暮らせるまち
の実現に向け、継続的に取り組んで
います。

住民との協働により進める、歩いて暮らせるコン
パクトエコタウン構想の取組として、地域密着型
多機能総合センターや商業拠点の整備、子育て・
教育環境の整備、住宅整備などのまちづくりにつ
いて、ご紹介いただきました。

【現在の取組　　沼田町長　横山 茂 氏】　

【開催当日のおはなし　 沼田町長（当時）　金平 嘉則 氏】

平成28(2015)年
第 4 回



北海道大学大学院工学研究院 教授（当時）　田村 亨 氏　 （株）ワイズスタッフ 代表取締役　田澤 由利 氏

地方創生に向けた自立型の地域づくり
～北の住まいるタウン～平成29(2017)年

第 5 回
2月13日（月）

地域の生活を支える
　　　　　交通ネットワークとまちづくり

テレワークで『北海道』の暮らしが変わる！
　～誰もが戻れる、暮らし続ける地域づくりとは

基調
講演

特別
講演
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これからのインフラには、投資を
重点化し、産業や福祉、教育、医療、
文化等のまちの活性化につなが
る、人々の需要に合ったものであ
ることが求められます。特に北海
道の場合は、集落のコンパクト化
をはかり、交通と情報通信によるネットワークで支え、
６次産業化などにより価値ある産業を形成すること
で、住み続けられる地域づくりを進めていくことが考
えられます。そうした地域では、様々な用途に合わせ
た多元的な交通機関の利用を進めることや、ソーシャ
ルネットワークにより移動欲求を生み出し、活動機会
を増やすことで交通需要を増やしていく視点も大切で
あることなどをお聞きしました。

ICT を活用し場所や時間を有効に
活用した柔軟な働き方ができるテ
レワークは、これまで働けなかっ
た人たちが働けるようになる、働
き方改革の一つです。地方への企
業誘致の難易度が上がっている中
で、サテライトオフィスを設けるなどして企業や人材
誘致をすることで、北海道でも都市部と変わらない仕
事が可能になります。テレワークでの人材誘致は、交
流人口の増加や地域の認知度上昇、観光の振興、ビジ
ネスの創出、移住人口の増加、雇用の創出といった大
きなサイクルをつくるきっかけにもなる可能性があ
り、今後積極的な導入が地域の暮らしを変えるきっか
けにつながることについてお聞きしました。

田村 氏、田澤 氏、吉田 氏、宮司 氏、（株）ＧＢ産業化設計 代表取締役　岩井 宏文 氏
○コーディネーター　北海道大学大学院工学研究院 教授（当時）　瀬戸口 剛 氏

パネル
ディスカッション

テレワークを活用し都心の仕事を地方でもできる現
在、地方の教育力の向上は、まちの魅力の大切な要
素となっています。また魅力的な働く場が求められ
ています。基幹産業の農業においては、農業人口の
確保だけでなく、実践教育による起業力・資本力・
人材力をもった多様な人材が関わることで、地域産
業としての活性化が期待されます。集落においても
最先端の人材とのネットワークの構築ができ、ICT
など最先端技術を活用していくことで、多様なまち
の発展の可能性につながることなどが話されました。 パネルディスカッションのようす

鹿追町

本町はバイオガスプラントを核に環
境施策を推進し、家畜ふん尿由来の
水素生産（国内初）や家庭の９割に
相当する発電を実現しています。４
月には脱炭素先行地域の選定を受
け、モデル自治体として取組を進め
ています。

バイオガスプラントによる再生可能エネルギーの
活用や、ジオパークなど豊かな自然を活用した観
光振興、小中高を通しての英語教育など特色のあ
る一貫教育などについて、ご紹介いただきました。

【現在の取組　　鹿追町長　喜井 知己 氏】　

事例
紹介

【開催当日のおはなし　 鹿追町長（当時）　吉田 弘志 氏】

当別町　

本町では、令和４年にロイズタウン駅
の開業と小中一貫校『とうべつ学園』
を開校しました。教育環境の充実や
新駅周辺の周遊エリアの創出によ
り、子育て世代をターゲットにした
人口増加に向け、取り組んでいます。

地域資源を生かした産業力の強化、多様な再生可
能エネルギーの活用、複数のバスを一元化したコ
ミュニティバスの取組、福祉法人との連携による
共生のまちづくりなどについて、ご紹介いただき
ました。

【現在の取組　　当別町長　後藤 正洋 氏】　

【開催当日のおはなし　 当別町長（当時）　宮司 正毅 氏】




